
対応

年次報告書に記載されている「男女共同参画に関する校内研修」は、
子どもが対象か、それとも、教師が対象か。

教師が対象で生徒向けではない。対象が明確になるよう、平成30年度
版年次報告書Ｐ．２７本文に（教員向け）と補足を行った。

介護は女性の活躍促進の課題となるため、県で行う実態調査等で介護
休業の取得率を調査項目とし、課題分析をして欲しい。

介護休業取得率の調査について、労働雇用創生課と協議・検討を行った。
その結果、労働雇用創生課が実施する「熊本県労働条件等実態調査」の調
査項目に事業所における介護休業や介護休暇の取得者数を追加する予定。
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